
別表第１（第５条関係)

【事務事業の基本的事項】

課 係
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就学前で発達に心配のある子や課題のある子とその保護者

子どもの発達や発育を継続的に確認し、助言を行う。また、保護者に対し育児の不安
や悩みについてアドバイスをする。スタッフ（保育士）の療育指導の向上と連携を図
る。
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　仙北市療育訓練事業実施要領
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作成者障害福祉

法定受託事務

年間２５回の療育訓練（集団訓練や個別訓練）などを行う。また、年２回保護者を対
象に勉強会を実施。
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担 当 課 係 名 社会福祉

新規／継続の区分

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

基本計画 障害福祉の充実と社会参加の促進

生活を支援するための福祉サービスの充実

平成

施策の大綱

社会福祉費

すべての生命を慈しむ健康福祉のまち

障害者福祉費

総合計画の
ページ

内部管理

継続

一般

主要施策

補　助

民生費

補助金

事 務 事 業 評 価 シ ー ト
評価対象年度 平成 19 年度

事 務 事 業 名 療育訓練事業費

354

354311

16,496

2.0

16,142

525

659,840

18年度決算額

―

311

333

19年度決算額 　年度決算額

183

18年度実績 19年度実績 　年度実績項　　　　　目 単位

25

294

450



【事務事業の今までの成果】

【事務事業を取巻く環境】

【一次評価】

※一次評価の判定がＢ～Ｄのときは、下記に必ず記入すること。

【二次評価】

判 定 判 定 に 至 っ た 理 由

Ｃ 事業の必要性は認められるが、参加者の減少などにより今後の事業実施方法等については、
見直しが必要と考える。

１．社会福祉課、長寿子育て課、保健課で調整後、仙北市療育訓練運営委員会に諮り、平成２１年度以降の事業
内容を協議する。（協議内容は、講師のあり方、開催形態、開催回数、開催場所　他）

２．秋田県児童相談所では、本事業を積極的に対象保護者に紹介していることから　仙北市に止まらず、同相談
所等に意見を伺う。

３．今年度仙北市障害者計画の見直しの年度でもあるため、仙北市地域自立支援協議会に対して意見を伺う。

判 定 事 業 の 方 向 性 判 定 に 至 っ た 理 由

Ｃ
Ａ 現状のまま継続（実施） 出席率は５０％代であり、参加児童１人に対し保

育士は１．５人となっている。出席率の低下は、
病気のためとこの事業のほか関係機関への通所と
重なっていることも考えられる。また、年々参加
児童が減少してきており、大きな転換期を迎えて
いると判断する。

Ｂ 見直しの上で継続（実施）

Ｃ 大幅な見直しの上で継続（実施）

Ｄ 休止・廃止（統合を含む）を検討する事業

【具体的な今後の取組内容（改善の方向性、対象、意図、手段等について記載すること。）

秋田県から事業が移行した平成17年度に西木村で実施していた事業であり、合併後これを継続、当初発育に問題
を抱える子どもに対し、身近なところで早期に対処できる場があることが望ましいと実施した。保育園と連携を
取り、また保育士の障害児に対する保育研修の場となり質の向上につながっている。この事業は仙北市障害者計
画にも盛り込まれている。

国・県・他自治体の動向

事業に対する市民の意見
（事業に対する期待、要望、苦情等）

この事業は、障害者自立支援法において都道府県地域生活支援事業障害児等療育支援事業として位置づけられている。よってこ
の事業を秋田県から受託している角間川更生園に県事業１回分の講師を依頼している。またこれは秋田県から移行した事業であ
るために仙北地域振興局（保健所）から、職員の派遣等の協力がある。なお、同事業を行っている他市では、年数回の開催が多
いと思われる。

参加者から子育てに関して勉強になっていると感謝の声が聞こえる。
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